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研究成果の概要（和文）：本研究は東アフリカ、タンザニア南部の住民参加型農村開発プロジェ
クトに焦点を当て、開発プロジェクトを推進する側が意図しない、いわば「副次効果」とみな
されていた部分にこそ住民の主体性・創造性が反映されるとの考えにたち、その実態を長期的
視点に基づいて明らかにすることを目的とした。その結果、とくに定性的な部分において、従
来の評価手法では明らかにならなかった地域住民の動きが見出され、「副次効果」への着目が、
地域の内発的発展をとらえる視点につながることを実証的に明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）：This study’s primary aim was to clarify people’s responses to 
challenges in rural development by using the case study of participatory rural development 
project in southern Tanzania. This study focused on the side effect which the project 
planner did not intend to occur in understanding the people’s creative responses. As 
a result, especially in the qualitative aspect, some remarkable effects became apparent 
with factual evidence. To deepen an understanding towards the side effect has led to a 
comprehensive perspective in capturing the essential features of endogenous development 
in rural communities. 
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１．研究開始当初の背景 
 グローバル化とともに進展する市場経済
化の波は、アフリカの農村地域においても従
来の生活様式を根底から揺るがし、複雑化し
た貧困問題を生じさせている。こうした問題
の解決に向けた農村開発の取り組みは重要

性を増しているが、アフリカにおける農村地
域の生態・社会環境は多様であるため、汎用
的・画一的な開発手法では地域の複雑な実態
に対処しにくく、また持続的な発展も望めな
い。この状況を改善するためには、現時点で
みられる農村開発への住民の対応に着目し、
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住民の主体的な活動展開を草の根レベルで
明らかにし、そこから新たな開発実践への示
唆を得る作業が必要である。 

開発援助機関などによる開発プロジェク
ト等の評価は、対象社会を定量的に網羅する
ベースライン調査やインタビュー・観察など
の定性的手法を駆使することが求められる
が、それらは費用と手間・時間がかかるため
に実際は収集しやすい定量的データをもと
に実施計画をなぞる評価が主流となってい
る。こうした評価の取り組みは結果として対
象とする農村開発のインパクトの詳細をと
らえることができていなかった。 

報告者は、これまでのタンザニアにおける
調査を通して、農村開発のインパクトが農村
社会の在来性を刺激し、開発を進める側が予
想していなかったタイミングや形で、住民主
体の新たな活動が展開しつつある様子を観
察した。こうした、いわばプロジェクト活動
の意図していなかった効果＝「副次効果」に
こそ、住民の主体的な対応と彼らの創造的な
工夫が具現化されており、それを長期的な視
点で解明して開発実践へとフィードバック
していくことが、地域の持続可能な発展につ
ながるとの認識に至り、本研究に着手した。 
 
２．研究の目的 
この研究では、タンザニア、ムビンガ県 K

村で実施された JICA（国際協力機構）と国立
ソコイネ農業大学による住民参加型農村開
発プロジェクト（1999-2004 年実施）に焦点
を当て、プロジェクトの「副次効果」の実態
を明らかにすることを目的とした。「副次効
果」の表れ方については、とくに以下の 3 点
に着目しつつ定量的・定性的データを収集し
た。 
（1）「数」にあらわれない農民グループ活

動の効果 
（2）外部諸アクターとの相互作用がもたら

す意識面での変化 
（3）平等規範との関連 
 
３．研究の方法 
（1）タンザニアに渡航し、ムビンガ県 K 村

およびその周辺地域においてポスト・
プロジェクトの実態調査をおこなう 

（2）K 村およびその周辺地域の住民、県行
政官、NGO、援助ドナー等と協力して、
報告会・現地ワークショップを実施し
議論を深める 

（3）研究成果を学術論文、ホームページ、
学会発表、国際ワークショップ、著書、
所属する国内 NPO をとおした講演活動
のかたちで公表する 

 
４．研究成果 
① 「数」にあらわれない農民グループ活動

の効果 
従来、農村開発におけるグループ活動

の評価は、活動の種類数、メンバー数や、
メンバーの属性とグループ活動の経済
的成功の相関などから評価される。しか
しながらプロジェクト終了後には、複数
のグループが県政府に働きかけて資金
を調達し、プロジェクト期間中に実施し
た水源への植林（水源涵養林）と結びつ
けて自主的に全村規模の水道ラインの
敷設に取り組みはじめていた（雑誌論文
②③④、学会発表④⑤）。 
また、現在進展している地方分権化の

下の開発政策との関連に注目して調査
したところ、地域住民は前プロジェクト
の経験を活かして住民グループを再編
成し、開発政策によってもたらされる資
源を効率的に地域社会内に普及させる
システムを形成していたことを明らか
にした。（学会発表②） 

こうした事例から、グループ活動をと
おして得た経験が、グループとしての形
態を保持せずとも、プロジェクト終了後
やプロジェクト活動とは別の文脈にお
いて生きてくることを明らかにした。 

② 外部諸アクターとの相互作用がもたら
す意識面での変化 
質的な評価においては、意識面での変

化もひとつの重要な指標として考えら
れる。特に、開発援助ドナースタッフや
県行政官、他村からの訪問者などの外部
アクターとの相互作用や、そうした人び
とによる評価が、住民による持続的な活
動遂行のモチベーションにどのように
影響するかを明らかにすることは重要
である。本研究では、農民交流や公的な
場における地域住民の発言や行動を参
与観察することによりこの課題にアプ
ローチした。地域住民がこれまでの活動
を通して自信を培い、自分たちのやって
きたことに対して誇りを持ち、それが新
たな活動への原動力となっていること
を明らかにした。（雑誌論文⑦、図書①） 

③ 平等規範との関連 
これまで、東アフリカ農村社会におい

ては、特定の世帯が極端な窮乏状態に陥
らないようにするための平準化の仕組
みがあることが指摘されてきた。本研究
では、個人、グループレベルでの住民同
士のやりとりを長期的に追うことで、こ
うした地域社会に内在する規範が、農村
開発のような外部からの働きかけに相
乗効果をもたらすか、あるいは桎梏とな
るのかをも明らかにしようとした。その
結果、上記の普及システムの形成に見ら
れたように、地域住民は、新しい活動を
地域社会の成員の多くに利益が還元さ



 

 

れることを明確にしながら進めていく
という傾向が明らかになり、平等規範が
開発実践のなかにも組み込まれ、地域の
底上げを支えていることが示唆された。
（雑誌論文⑦⑨、図書③、学会発表⑥） 

 
以上のことから、とくに定性的な部分にお

いて、従来の評価手法では明らかにならなか
った側面が見出され、今後、地域住民が内発
的に外部アクターと協働しながら自らが望
む活動を展開することが示唆された。すなわ
ち、「副次効果」への着目が、地域の内発的
発展をとらえる視点につながることを実証
的に明らかにした。 

また、3 年間の研究の総まとめとして、現
地住民、タンザニア研究者を交えて、小規模
な国際ワークショップをおこなった。現地の
関係者・関係諸機関へ配布するために成果報
告書をスワヒリ語でまとめた（雑誌論文①）。 
なお、本研究は、一農村とその周辺の事例

に焦点を当てたものであったので、事例の比
較を今後の課題とする。事例の比較を進める
ことによって、副次効果の多様な表れ方につ
いて理解を深め、東アフリカ農村において広
く活用できる開発実践モデルの構築につな
げていくことを目指す。 
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